
  

2023 年 4 月 10 日 

 

 

 

日頃より連合運動に対し、ご理解とご協力を賜り心より感謝申し上げます。  

さて、2023 春季生活闘争につきまして、長崎県内の賃上げに関する第一回目の集計を行いま

したので、結果を報告いたします。 

 ※今後の公表予定 

  ・５月１１日（木）第２回回答集計結果 

  ・６月 ６日（火）第３回回答集計結果 

 

≪問い合わせ先≫ 

連合長崎 副事務局長 種村    電話 095（826）8905 

平均賃金方式で回答を引き出した 2,484 組合の加重平均は 11,114 円・3.70％（昨

年同時期比 4,795 円増・1.59 ポイント増）、うち組合員 300 人未満の中小組合 1,528 

組合の加重平均は 8,554 円・3.42 ％（同 3,429 円増・1.36 ポイント増）となった。

いずれも、比較可能な 2013 闘争以降で最も高い集計となっている。 

  

現時点での報告に限られるが、要求を出した組合が 84 組合（うち地場組合 50 組合）、

妥結した組合が 32 組合（うち地場組合 9組合）となっており、連合長崎の賃上げ額・

率は 9,176 円・3.12％（昨年同期比＋1,988 円）、第一回目の集計ではあるが、9,000

円を超えるのは３０年ぶりの状況である。また、地場組合については、4,540 円・2.21％

（昨同期＋1,198 円）であるが、いまだ多くの組合が交渉中である。 

  

妥結した 32 組合のうち、ベースアップ（賃金改善）を獲得した組合は９割を超えてお

り、粘り強い交渉の結果、ベースアップ以外にも初任給の引上げや物価高に伴う一時

金などを獲得できた組合もあった。また、すべての業種でベースアップが実施されて

いるが、けん引しているのは「商業・流通」部門であり、人材確保へ向けた「人への

投資」が進んでいると思われる。また、コロナ禍の影響を受け特に厳しいとされた人

流に関わる「交通・運輸」「サービス・ホテル」部門でも全体的にベースアップが実施

されており、本県における観光業の持ち直しの兆しも見られる。 

 

中小地場組合の交渉はこれからが本番である。長崎でも現時点で高い水準となってい

るのは、先行組合が作り出した「賃上げの流れ」をしっかりと引き継ぎ、組合員の生

活の安定や「人への投資」と月例賃金にこだわった粘り強い交渉を行った成果と受け

止めており、連合長崎は引き続き、「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適

正分配」に向けた取り組みを強化し、構成組織とともに、未解決組合の交渉を支援し

ていく。 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※2023 年以外は最終集計の数値 
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連合⾧崎 賃上げ集計推移



  

 

※2023 回答と 2022 回答は、集計組合が異なるため、単純比較はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※2023 回答と 2022 回答は、集計組合が異なるため、単純比較はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※2023 回答と 2022 回答は、集計組合が異なるため、単純比較はできません。 

 

以上 


